
 

 

平成３０年７月１９日 人間科学研究科教授会議事要旨 

 

日  時 平成３０年７月１９日（木） １３：５０～１５：０５  

場  所 ユメンヌホール 

出 席 者 川端研究科長 

青野、足立、渥美、稲場、井村、臼井、遠藤、老松、小野田、金澤、河森、

吉川、木村、栗本、小林、近藤（博）、権藤、斉藤、佐々木、佐藤（功）、 

佐藤（眞）、澤村、三宮、篠原、志水、白川、杉田、ズグスタ、園山、 

髙田、千葉、辻、中井、中川、中野、中道、西森、入戸野、ノース、野坂、

野尻、野村、檜垣、平井、藤岡、藤川、三好、牟田、村上、森川、 

森田（邦）、安元、八十島、山田、山本、綿村 （計５７名） 

欠 席 者 岡部、藤目、森田（敦） （計３名） 

海外渡航者等 大谷、岡田、シュベントカー、高谷、中澤、福岡、山中 （計７名） 

 

 〔議事に先立ち、前回（６月２８日）の議事要旨を確認した。〕 

 

 

（協議事項） 

○ 研究科委員会の議決事項について 

本日開催の研究科委員会での議決事項について説明があり、審議の結果、これを承認した。 

 

 

１． 人間行動学講座教授選考について（第二回） 

前回から継続審議の同講座教授候補者について、投票の結果、教授採用を承認した。なお、

採用年月日は平成３０年１０月１日を予定している旨、補足説明があった。 

 

 

２． 臨床教育学講座教授選考について（第一回） 

資料２に基づき、候補者の選考経緯、経歴、研究業績等について説明があり、審議の結果、次

回研究科教授会で、継続して審議することとした。 

 

 

３． グローバル共生学講座准教授選考について（第一回） 

資料３に基づき、候補者の選考経緯、経歴、研究業績等について説明があり、審議の結果、次

回研究科教授会で継続して審議することとした。 

 

 

４． 臨床教育学講座准教授選考委員会の設置について 

臨床教育学講座准教授選考委員会を設置する旨説明があり、審議の結果、これを承認した。 

 

 

５． 未来共創センター講師選考委員会の設置について 

未来共創センター講師選考委員会を設置する旨説明があり、審議の結果、これを承認した。 

 

 

６． 教員の所属換えに関する取扱いについて 

資料４に基づき説明があり、審議の結果、変更を承認した。 

 



 

 

７． 招へい研究員の受入期間変更（延長）について 

資料５に基づき説明があり、審議の結果、これを承認した。 

 

 

８． 人間科学研究科の保有する個人情報の管理に関する内規の制定について 

資料６に基づき説明があり、審議の結果、これを承認した。 

 

 

９． その他 
なし。 

 

 

 

（報告事項） 

１． 大阪大学オムニサイト協定の新規締結（４件）について 

資料７に基づき、新たに協定を締結することについて運営会議において承認した旨、報告が

あった。 

 

 

２． 各種委員会等報告について 

[学内関係] 

各委員長、委員等から報告があった。 

(1). 吹田地区事業場安全衛生委員会 （7.6） 

(2). 超高圧電子顕微鏡センター運営委員会 （7.10） 

(3). 施設マネジメント委員会 （7.10） 

(4). 人文社会科学系戦略会議 （7.11） 

(5). 学生生活委員会 （7.11） 

(6). 臨時入試委員会 （7.11） 

(7). 遺伝子組換え実験安全委員会 （7.11） 

(8). 教育課程委員会 （7.13） 

(9). 全学教育推進機構会議 （7.13） 

(10). 教育研究評議会 （7.17） 

(11). 吹田地区箕面地区合同部局長会議  （7.17） 

(12). 補導会議 （7.17） 

(13). 部局長会議 （7.17） 

(14). 適塾記念センター運営会議 （7.17） 

(15). 吹田地区事務長会 （7.10） 

(16). 附属図書館総合図書館運営委員会 （7.9） 

 

[部内関係] 

(1). 第３年次編入学試験運営委員会 （7.3） 

(2). 防災対策委員会 （7.5） 

(3). 部局安全衛生委員会 （7.5） 

(4). 教務委員会 （7.12） 

(5). 運営会議 （7.18） 

(6). 教育国際化推進委員会 （7.10） 

(7). 未来共創センター報告 

(8). 各室報告 

○ カリキュラム改革実施 WG（7.4） 

 

 



 

３． 教員の海外渡航について 

資料８に基づき、教員の海外渡航について報告があった。 

 

 

４． その他 

UNESCO Chairs について、UNESCO 本部から認定の連絡があったこと、１０月にフランスで

調印式が行われることについて、報告があった。 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


